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３　判例の概観
　２　1999 年の改正ミシガン裁判所規則 2.203(A) 項
  　（26）Sterling Bank & Trust v. Canvasser（1）

　本件の事実関係は、次の通りである。1998 年 4 月 16 日、Canvasser は、保証
契約書に署名し、Sterling Bank & Trust の SC Southfield-Tweleve Associates, 
LLC に対する 1,125,000 ドルの資金の貸付けについての保証人となった。貸付
の目的は、「Southfield 市の不動産に関する不動産賃借権」に関するものであ
った。2006 年 2 月 3 日、Canvasser は、Sterling Bank & Trust との 100,000
ドルの与信契約のための約束手形および関連書類に署名した。その貸付の目的
は、「不動産投資」であった。Canvasser は、Sterling Bank & Trust に対して
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翌月に返済を開始し、2007 年 3 月まで返済を継続することになっていた。そ
の後、貸付金の額は減少し、弁済期は、2010 年 8 月 1 日まで延長された。
　2006 年 2 月 3 日の与信契約書は「交差担保（担保相互差入れ）」の文言を含
んでおり、これは、当該貸付金を担保する担保物が、「借主と銀行との間のそ
の他の貸付金または合意のための担保をも構成し、借主と銀行との間のその他
の貸付金または合意のための担保もまた、本件合意におけるすべての債務の履
行のための追加的な担保を構成する」ことを述べていた。その合意はまた、「ク
ロスデフォルト条項（交差債務不履行条項）」をも含んでおり、関連した部分
では、「当該合意におけるいかなる債務不履行も、これに関連する事項を保証
するその他のすべての金銭債務証書における債務不履行を構成する」と述べて
いた。
　2009年9月9日、Sterling Bank & Trust は、SC Southfield-Tweleve 
Associates, LLC に対して、1998 年 4 月 16 日の貸付に関する債務不履行に関
連して訴えを提起した。その訴えは変更がなされ、Canvasser が、2010 年 2月
19日の保証人としての地位において被告とされた。また、2010 年 2 月 19 日、
Sterling Bank & Trust は、Canvasser に対して 2006 年 2 月 3 日の約束手形に
関連した契約・約束手形の違反を理由として、訴えを提起した。Canvasser は、
指摘された書面を有効に成立させ、信用供与限度において手形を振り出したこ
とを認めたが、残額については認否をすることができないことを指摘した。
　2010 年 4 月 1 日、Sterling Bank & Trust は、約束手形および「関連した合
意」の違反の結果として生じた損害の賠償を求めて、Canvasser に対して判決
登録を求める正式事実審理に基づかない裁判の申立てをした。Sterling Bank 
& Trust は、2010 年 3 月 31 日の時点で、信用供与限度において履行期にある
債務総額は 32,260.03 ドルである、と主張した。また、Sterling Bank & Trust
は、Canvasserは毎月3,246.01ドルの支払いを義務付けられていた一方で、彼は、
2009 年 12 月から返済を怠った。Sterling Bank & Trust はまた、Canvasser
は、履行期の到来した元本または利息の分割払いを怠ったので、手形の元本残
額全体および発生したすべての利息が、Canvasser が Sterling Bank & Trust
に対して負っているその他のすべての負債を含め、直ちに履行期が到来し支払
いうるものとなったと言明することができる、と主張した。Sterling Bank & 
Trust はまた、その他の弁護士費用、利息、訴訟費用、出費及びその他の発生
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した損害の賠償を求めることができると主張した。
　Canvasser は、Sterling Bank & Trust の申立てに対する答弁書において、
争点となっている貸付書面の作成または引渡し、または負債総額についてはな
んらの争いもないことを認めた。それに代えて、Canvasser は、本件で問題と
なっている約束手形と信用供与限度における貸付の合意と、係属中の別訴で問
題となっている保証とは、「不可分の貸主・借主の関係」を現わしている、な
ぜなら、それらの合意は「交叉担保」化され、また「クロスデフォルト」化さ
れていたからである、と主張した。そのようなものとして、両訴訟は同一の取
引または事件から生じたものであり、同一の請求なので、債務不履行を理由と
する単一の訴訟のみが存在しうるのである、と。
　裁判所は、Sterling Bank & Trust の正式事実審理に基づかない裁判の
申立てを認容し、Canvasser の訴え却下の申立てを却下した。裁判所は、
Canvasser に対して、32,773.27 ドル、およびその判決後その判決額の十分かつ
完全な弁済に至るまでに生じる制定法上の利息を支払うものとする判決の登録
を命じた。また、当該判決の登録は、もう一方の Sterling Bank & Trust FSB 
v. SC Southfield Twelve Associates,et.al（事件番号 2009-103771-CK）事件に
おける Sterling Bank & Trust の Canvasser に対する請求を遮断しないであろ
うことが命じられた。この判決に対して、Canvasser が控訴したところ、控訴
裁判所は、この控訴を棄却して、次のように判示した。
　「控訴審において、Canvasser は、事実審裁判所が、Sterling Bank & Trust
の正式事審理に基づかない裁判の申立てを認容し、MCR2.203(A) 項を適用し
て MCR2.116(C) 項及び同条 (I) 項に従い、彼に対する訴えを却下しなかったの
は誤っている、と主張する。彼は、問題となっている約束手形および信用供与
限度における貸付の合意は、SC Southfield Twelve Associates,LLC 事件にお
いて問題となった Canvasser による保証と『交叉担保』化され、また『クロ
スデフォルト』化されていたからである、と主張する。その結果、『統合され
た貸主・借主の関係』が存在しており、契約違反を根拠とした単一の訴訟のみ
が存在し得るのである。両訴訟は同一の取引または事件から生じ、かつ貸主・
借主の関係に基づく契約違反の主張という同一の請求を含んでいるので、両訴
訟の併合が要求されたのである。当裁判所は、両訴訟が同一の取引または事件
から生じたものとは考えない。その結果、両訴訟事件の併合は、必要とされな
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かった。
　正式事実審理に基づかない裁判の申立てについての控訴審での審理は、覆
審的になされる。Sterling Bank & Trust の正式事実審理に基づかない裁判の
申立ては、MCR2.116（C）(10) に基づいてなされた・・・。MCR2.203(A) は、
次のように定める・・・。『同一の当事者間において同一の請求を含む別訴が
係属したとき』は、これに基づく申立てを行うことができる。裁判所において、
申立当事者でなく相手方当事者が勝訴判決を得ることができると思われるとき
は、裁判所は、相手方当事者勝訴の判決を言い渡すことができる。
　まず第一に、Canvasser が Sterling Bank & Trust との関係で関わった両貸
付が同一の取引または事件から生じたかどうかが、判断されなければならない。

『類似した法律上の問題が含まれているという事実だけでは、すべての訴訟が
同一の取引（事件）から生じたことを意味するものとはいえない・・・。それ
らの訴訟は、もしそれぞれの訴訟が、他方の訴訟を生じさせるような事件から
生じる場合に、同一の取引または事件から生じたのである』。
　両訴訟は、同一の取引または事件から生じたものではなかった。まず第一
に、両貸付契約は、異なる日時に締結された。第二に、貸付の当事者は、同一
ではなかった。第三に、両貸付についての Canvasser の資格は、異なっていた。
第四に、貸付契約の目的は、異なっていた。
  Canvasser は、2006 年 2 月 3 日の信用供与限度における貸付の合意および関
連する約束手形における『交差担保』および『クロスデフォルト』の文言が、『統
合された貸主・借主の関係』という契約上の効果を有することを示す何らの判
例法も制定法も引用しなかった・・・。さらに、Sterling Bank & Trust が提
起したどの訴訟も、『交差担保』および（または）『クロスデフォルト』条項の
違反には関係していないのである。両訴訟は、それぞれの借主の貸金債務の不
履行を主張しているのである。
　仮に、『交差担保』および『クロスデフォルト』の文言を含む契約が同一の
取引または事件から生じたという Canvasser の主張を前提とするとしても、
その主張は、依然として本件では妥当しない。『契約の解釈に関する基本的な
ルールとは、当事者の意思を確定することである』。両貸付が同一の主題に関
連していると仮定する場合、『・・・その当事者の意思は、すべての合意から
確認されなければならない』。2006 年 2 月 3 日の約束手形と信用供与限度にお
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ける貸付の合意は、『交差担保』および『クロスデフォルト』の文言を含んで
いるが、Canvasser が署名した保証契約または 1998 年 4 月 16 日の貸付に関連
した約束手形には、そのような文言は存在していない。1998 年 4 月 16 日の契
約の当事者は、『交差担保』および『クロスデフォルト』には同意していなか
ったのである。これらの条項は、両契約には適用されないので、両訴訟を併合
することは不適当であろう。
　これらの事件は同一の取引または事件を含むものではなく、同一の請求を構
成するものではない。Canvasser は、問題となっている貸付についての書面の
作成もしくは引渡しまたは未済額については、なんらの争いもないことを認め
ているので、事実審裁判所は、適切に Sterling Bank & Trust の正式事実審理
に基づかない裁判の申立てを認容し、Canvasser の却下の申立てを却下した。
当裁判所は、控訴を棄却する」。
　本件では、原告が、被告に対して先行訴訟を提起し、その訴訟の係属中に、
同一原告が同一被告に対して後発訴訟を提起したが、これら両請求が同一の事
件から生じ、それゆえ後発訴訟が不適法として却下されるかどうかが問題とな
った。
　ミシガン裁判所規則 2.203(A) 項の必要的請求併合のルールは、原告が、同
一の取引または事件から生じた被告に対して有する数個の請求を併合して提起
することを要求している。
したがって、第一に、原告が、これらの請求のうちの一つの請求について前訴
を提起し、当該請求について判決がなされ確定した場合は、他方の請求につい
て後訴を提起することは、遮断される。第二に、原告が、これらの請求のうち
の一つの請求について先行訴訟を提起し、その訴訟の係属中に、他方の請求に
ついて後発訴訟を提起した時は、後発訴訟は、重複訴訟に該当するものとして
不適法とされる。本件では、原告の提起した後発訴訟における請求が、原告の
提起した先行訴訟における請求と同一の事件から生じ、したがって、この第二
の重複訴訟に該当し不適法となるかどうかが争われた。
　この点について、控訴裁判所は、第一に、両貸付契約は、異なる日時に締結
されたこと、第二に、両事件における貸付当事者は、同一でないこと、第三に、
両貸付についての被告 (Canvasser) の資格は、異なっていたこと、及び第四に、
貸付契約の目的は、異なっていたことを指摘した上で、両請求は同一の取引又
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は事件から生じたものではなく、したがって、原告の提起した後発訴訟は重複
訴訟に該当せず、適法であると判示した。また、控訴裁判所は、補足的な理由
として、仮に「交差担保」および「クロスデフォルト」の文言を含む契約が同
一の取引または事件から生じたという被告 Canvasser の主張を前提とすると
しても、第一に、両訴訟は、それぞれの借主の貸金債務の不履行を主張してお
り、原告 Sterling Bank & Trust が提起したどの訴訟も、「交差担保」および

（または）「クロスデフォルト」条項の違反には関係していないことを指摘した。
また、第二に、後発訴訟の前提となった 2006 年 2 月 3 日の約束手形と信用供
与限度における貸付の合意は、「交差担保」および「クロスデフォルト」の文
言を含んでいたが、先行訴訟の前提となった 1998 年 4 月 16 日の保証契約また
は貸付に関連した約束手形にはそのような文言を含んでおらず、先行訴訟の前
提となった契約の当事者は、「交差担保」および「クロスデフォルト」には同
意していなかったのである。したがって、裁判所は、これらの条項は、両契約
には適用されないので、両訴訟を併合することは不適当であることを指摘した。
　(27) Gentry v. Wayne County（2）

　本件の事実関係は、次の通りである。2007 年、Gentry は、彼の女友達であ
る Surphae Thomas と、彼女の二人の子供とともに、Highland Park にある
アパートに住んでいた。彼は、事件の当時、6.2 フィートの背丈があり、200
ポンド近くの体重があった。2007 年 4 月 27 日の夕方遅く、Gentry は、ある
友人と Detroit Pistons バスケット・ボール・ゲームのペアチケットを受け取
るために、Pontiac にあるナイト・クラブに出かけた。彼らは、数時間そのク
ラブで飲酒したり、マリファナを吸ったりしていた。二人は、2007 年 4 月 28
日のおよそ午前 2 時頃、そのクラブを去り、Gentry は、午前 2 時半に彼のア
パートに戻った。Gentry がアパートに戻った後、Gentry と Thomas との間で
殴り合いの喧嘩があったことについては、両当事者ともこれを認めている。10
時 45 分頃、Thomas は 911 番に電話し、家庭内暴力を主張して、警察に対し
て Gentry をそのアパートから立ち退かせることを求めた。4 人の Wayne 郡
保安官代理、すなわち、Daniel Carmona, Richard Merrow, Sylvester Evans, 
および William Thompson が、この電話に応答した。保安官代理らは、約 8

（2） WL 12180801(2013).
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分後に現場に到着した。Thomas は、アパートの正面玄関で彼らと会い、昨
夜の出来事について説明した。保安官代理らが寝室に入っていくと、Gentry
が眠っていた。彼らはドアを開けるなり、彼らの存在を告げた、と主張して
いる。Gentry は、そのような告知を思い出すことができなかった。Carmona
は、裸で武器を持っていない Gentry に手錠をかけるために、ベッドの覆いを
引っ張った。その瞬間、Gentry が目を覚まし、突然ベッドから飛び上がった
ことについては、当事者間に争いがない。この点は、目が覚めた後、誰かがあ
たかも彼に手錠をかけるために彼の手をつかんだという Gentry の最初の記憶
と一致している。その後に何が生じたかについての正確な報告は存在しない
が、Gentry が暴力的な方法で警察官から逃れようとしたことについては、争
いがない。その間、Gentry は、保安官代理らによれば、「蹴ったり、押したり、
殴ったり、自分らから逃れるためにすることのできるすべてのことをした」。
Gentry は、この要約書面の大部分を認めている。
　Merrow は、Gentry が階段の吹き抜けに達したところで彼を捕まえ、彼ら
二人が階段の吹き抜けの踊り場に転がり落ちた。Merrow は、次のように証言
した。すなわち、彼が下になっていた Gentry から立ち上がろうとしたところ、
彼は、手が彼の拳銃を掴むのを感じた。彼は、拳銃が奪われるのを防ぐため右
側にさっと引いてほかの保安官代理らに数回、「彼が自分の拳銃を奪った」、と
怒鳴った。Carmona、Thompson、および Thomas らの全員が、Merrow がそ
のように怒鳴ったことを証言している・・・。Carmona を含めた保安官代理らは、
拳銃を抜いて彼に向けた。Carmona は、Gentry が彼の拳銃を握ったのを見た
と証言した唯一の保安官代理であった。他方において、Gentry は、手のひら
を地面に平において、もっぱら床から体を起こそうとしたと主張しており、ま
ったく拳銃を掴もうとしたことを否定している。Carmona は、他の警察官に
対する重大な危険と思われた事態を回避するため Gentry の背中に一発銃を発
射した・・・。その弾丸は、Gentry の T5-T6 脊髄骨における脊髄を切断し、
彼を麻痺させた。Gentry は、車いすでの生活を余儀なくされている。本件に
拘わった 4 人のすべての保安官代理は、本件から生じた比較的軽度の傷害につ
いて、地方の病院で治療を受けた。
　Gentry は、 最 初 に、2008 年 6 月 13 日、 保 安 官 代 理 の Carmona に 対 し
て、ミシガン州 Wayne 郡第三巡回裁判所に訴えを提起し、過失、重大な過
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失、および故意による不法行為に基づく請求を主張した。Gentry によれば、
Carmona に対する証拠開示の段階において、彼は、Wayne 郡に対する別個の
連邦訴訟を根拠づける Carmona の経歴と勤務記録に関する事実を明らかにし
た。その後、Gentry は、当裁判所において連邦訴訟手続を開始した。とりわけ、
Gentry が提起した訴訟で、個人としての資格で被告にしたのは、保安官代理
の Carmona、Wayne 郡、Wayne 郡保安官 Warren Evans、前 Wayne 郡保安
官 Robert Ficano、保安官代理 Daniel Pfannes、Harold Cuerton、Lawrence 
Meyer、および Donald Watts らであり、また Wayne 郡職員である Michelle 
Garland、Lt.Wolf、Larry Davis、Cmdr. Booth、Palmer Coleman、Richard 
Perkins、J.Grysko、および Donald Cox（まとめて、Wayne 郡職員ら）に対して、
別個の請求に基づいて被告とした。Gentry は、次のような法的根拠に基づき
手続を進めた。すなわち、Carmona が銃を発砲したことは憲法違反であること、
および Wayne 郡職員らは、Carmona による過剰な暴力の行使を「許し、承認
し、または促し」、その結果、Monell v. Dep’ of Soc. Servs. 事件（3）によれば、
郡による監督、慣行または政策上の違反を構成する、というものであった。
　2011 年 9 月 16 日、連邦裁判所は、資格による免責 (qualified immunity) を
根拠とする Carmona の正式事実審理に基づかない裁判の申立てを却下し、武
器の発砲に至った格闘についての Gentry と保安官代理らの説明の違いは、
重要な事実に関する真正な争点を十分に生じさせるものであり、その結果、
Gentry に最も有利な観点から判断すれば、資格による免責は認められない、
と認定した。被告らは、資格による免責に関する裁判に対して、第六巡回区連
邦控訴裁判所に控訴を提起したが、第六巡回区は、被告らの控訴は正当な根拠
がない、なぜなら彼らの主張は争いある事実についての見解に基づくものであ
り、それゆえ、法律問題のみに基づく控訴ではなかったからである、と判示し
た。地方裁判所による正式な事実認定を審査することなく、裁判所は、管轄権
の欠如を理由として、控訴を却下した（4）。
　2011 年 10 月 11 日、ミシガン州控訴裁判所は、Carmona に対してミシガン
州の政府免責を否定した州巡回裁判所の裁判を取り消した。控訴裁判所は、証

（3） 36U.S.658, 694(1978)(Monell claim).
（4） Gentry v. Wayne Co., et al.,501Fed.Appx.475 (6th Cir.2012).
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拠によれば、Carmona が誠実に行動し、裁量的な職務を行ったことが証明さ
れていると認定し、Carmona に対して正式事実審理に基づかない裁判の申立
てを認容し、彼に対する請求を棄却した（5）。2012 年 6 月 6 日、ミシガン州最
高裁は、上告を許可しなかった（6）。
　Gentry v.Carmona 事件におけるミシガン州控訴裁判所の裁判は、次のよう
なものであった。すなわち、Carmona に対する Gentry の州裁判所の訴訟は、
過失、重大な過失、および故意による不法行為に基づくものであった。その訴
訟を通して、州裁判所は、Carmona に対して、ミシガン州法に基づく「誠実性」
を根拠とする政府免責を認めなかった。Carmona は、その裁判に対して、ミ
シガン州控訴裁判所に控訴を提起した。その裁判において、ミシガン州控訴裁
判所は、最初に、その事件の事実を審理し、当裁判所が先に認定したのと同一
の一般的な経緯を述べた。裁判所は、当裁判所の意見とは無関係の理由に基づ
き、Gentryの過失および重過失の請求を棄却した裁判を支持した（7） 。裁判所は、
故意に基づく不法行為についての請求を審理した。個人が故意に基づく不法行
為を行ったとき、ミシガン州における政府免責を受けるためには、次のような
要件が必要とされる。「まず、(a) その行為が業務の過程において行われ、かつ
被用者が彼の権限の範囲内において行為し、または行為したものと当然に信
じたこと、(b) その行為が誠実に行われ、または悪意を持って行われたもので
ないこと、および (c) その行為が羈束的なものではなく裁量に基づくものであ
ること、である（8）。裁判所は、Gentry による身体的な抵抗に対する Carmona
の対応および殺傷力の高い武器を使用するという最終的な決断は、裁量的な行
為であった、と結論付けた（9）。 
　裁判所は、誠実にまたは悪意を伴わずに行われた行為の意味を検討し、州
巡回裁判所が、Carmona が誠実に行為を行ったかどうかについて事実上の問
題が存在すると判断したことに注目した。そして、誠実性の要件を判断する
際、事実審裁判所は、Gentry が実際に Merrow の拳銃について身体的接触ま

（5） Gentry v. Carmona, No.296580, 2011WL4810847(Mich.Ct.App.Oct.11,2011).　
（6）See 491 Mich. 933, reconsideration denied,493Mich.872(2012).
（7） Gentry v. Carmona, No.296580, 2011WL4810847, 2, 6(Mich.Ct.App.Oct.11,2011).
（8）Id. at 7(citing Odom v. Wayne Cnty.,482Mich.459, 480(2008)).
（9）Id. at 8.



駒澤法曹第16号  （2020）

32

たはその支配があったかどうかを不適切に重視している、と結論付けた。控
訴裁判所は、「Gentry の武器との実際の接触についての対立する証言、およ
び Gentry の手と Gentry の下の Merrow の実際の位置の見え方についての相
違」が存在することを認めたうえで、その相違は、「機能的に無関係である」、
と判断した（10）。その上で、控訴裁判所は、本件の解決は、「警察官と Gentry
との間において発生した著しい暴力行為に関する事実上の対立の不存在、およ
び Gentry を制圧するために用いられるより制限的でない方法の不存在または
効果の欠如」に基づくと判示した（11）。裁判所はまた、「Merrow が、言葉で、
仲間の警察官に対して彼が銃のコントロールを失ったことを示し、Gentry が
銃を使用できると考えた」、と判示した（12）。そして、控訴裁判所は、次のよ
うに結論付けた。すなわち、そのような暴行を前提とした場合、「その時点
において Carmona が Gentry との継続中の暴力行為に関係し、彼の同僚によ
り Gentry が銃を支配したと告げられた時、事実審裁判所が、どのようにして
Carmona は誠実性を欠きまたは悪意をもって行動したと判断したかを理解す
ることは困難である」（13）。裁判所はまた、「Gentry との継続中の暴力行為に
もかかわらず、Carmona は、Gentry が銃を支配したことを Merrow が告げる
まで、銃を抜かなかったという事実関係については争いがない」、と判示した

（14）。以上の事実関係に基づき、控訴裁判所は、銃を使用するとの Carmona の
判断は、政府免責の対象となる裁量的行為である、と結論付けた（15）。その結果、
裁判所は、Carmona に対する請求を棄却した。
　その後、2012 年 10 月 30 日、被告らは、十分な信頼と信用に関する法律（こ
の法律によれば、連邦裁判所は、法律上の請求及び判断された事実上の争点に
関する州裁判所の判決に対して遮断効を付与しなければならない）を引用して、
却下または正式事実審理に基づかない裁判を求める申立てをした。この申立て
に対して、S.J.Murphy 合衆国地方裁判所裁判官は、次のように判示して、被

（10）Id. at 10.
（11）Id.

（12）Id.

（13）Id.

（14）Id.

（15）Id.
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告らの申立てを一部認容・一部却下し、被告 Carmona に対する訴訟を棄却した。
Ⅰ. 請求遮断効
  被告らは、十分な信頼と信用に関する法律により、当裁判所がミシガン州控
訴裁判所の判決に対して既判事項の原則に基づく効果を付与しなければならな
い、と主張する。彼らの主張によれば、請求遮断効は、銃の発砲に基づく請
求自体および Monell 請求についての他の訴訟を遮断する、なぜなら、Gentry 
v. Carmona 事件において判断された請求及び争点は、州裁判所の段階におい
て追行されまたは追行することができたのであり、それゆえ、遮断効を付与さ
れるからである、というものである。これに対して、Gentry は、Wayne 郡は
Carmona と当事者的関係人の地位にはなく、既判事項の原則の対象とはなら
ないこと、および選択的に、ミシガン州控訴裁判所は、必然的に Carmona の
連邦上の資格による免責の争点を判断しなかった、と主張する。
　　A. 法的基準
　十分な信頼と信用法は、次のように定める。すなわち、認証された当該法律、
記録、および裁判手続は、合衆国内のすべての裁判所、準州および財産において、
その州の裁判所、準州または財産において法律または慣例により有するとされ
るものと同一の十分な信頼と信用を有するものとする（16）。その法律は、『連邦
裁判所は、州裁判所の判決に対して、判決が言い渡された州の法律によりその
判決に付与されるであろうものと同一の遮断効を付与しなければならないこと
を求めている（17）』。既判事項の原則が適用されるかどうかを判断する際、裁判
所は、『最初に、ある州裁判所の判決が、それが言い渡された州において、遮
断効を有するかどうかを判断しなければならない』（18）。1738 条は、1983 条の
市民的権利に関する訴訟に適用される（19）。
　ミシガン法は、『広範囲な既判事項の原則』を採用している（20）。既判事項の

（16）28 U.S.C.§1738．
（17）In re Bursack, 65F.3d51, 53(6th Cir.1995)(quoting Migra v. Warren City Sch. Dist. 
　　　Bd. of Educ., 465U.S.75, 81(1984)).

（18）Id.

（19）Gutierrez v. Lynch, 826F.2d 1534, 1537(6th Cir. 1987)(citing Allen v. McCurry, 　
　　   449U.S.90(1980)).

（20）Buck v. Thomas M.Cooley Law School, 597F.3d 812, 817(6th Cir, 2010).
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原則が前訴について適用されるためには、次のような要件を充足することが必
要である。すなわち、『（１）前訴が本案について判断されたこと、（２）両訴訟が、
同一の当事者または彼らの関係人を含むこと、および（３）後訴における事項
が、前訴において解決されまたは解決することができたこと』、である（21）。こ
の原則は、『すでに争われた請求だけでなく、同一の事件から生じ、当事者が、
適切な注意を払えば提起することができたが提起しなかったすべての請求』を
遮断する（22）。Gentry v. Carmona 事件では、本案判決が言い渡されたことに
ついては、争いがない（23）。
　　B. Carmona に対する請求
　　Carmona は、両訴訟において被告とされている。それゆえ、唯一の問題
とは、本件における連邦上の請求が、州裁判所において解決されまたは解決す
ることができたかどうか、である。
　ミシガン州控訴裁判所は、故意の不法行為に基づく請求について、Carmona
は、格闘の間における彼の行為について、州の主観的誠実性に基づく免責を主
張する権利を有する、と判示した・・・。Carmona がそのような権利を有す
ると判示するに際し、ミシガン州控訴裁判所は、Carmona がミシガン州にお
ける以下のような政府免責の要件を満たした、と判示した。すなわち、その行
為が業務の過程において行われたものであること、被用者が彼の権限の範囲内
において行為したこと、その行為が誠実に行われたこと、および裁量的行為で
あること、である（24）。
　これとは対照的に、当裁判所での Carmona に対する訴訟は、連邦上の客観
的政府免責を中心に展開しており、それは、以下のような異なった一連の問題
を問うものである。すなわち、『（１）権利侵害を受けた当事者に最も有利な観
点からの主張を考慮した場合、憲法上の権利が侵害されたかどうか、および

（２）そのような権利が明確に確立されているかどうか』、である（25）。それゆ
え、Gentry v. Carmona 事件における政府免責についての判示は、自動的に、

（21）Id.(quoting Adair v. State, 470Mich.105, 121(2004)).
（22）Id.

（23）See Mich.Ct.R 7.215(E).
（24）Id. at 7 (citing Odom,482 Mich.at 473-76).
（25）Everson v. Leis, 556F.3d 484,494(6th Cir.2009).
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Carmona が連邦法上の政府免責を受ける権利を有するかどうかを解決するも
のではない（26）。それゆえ、問題は、Gentry の連邦法上の請求を州裁判所におい
て解決することができ、または解決すべきであったかどうか、ということである。
　Gentry は、連邦法上の請求を、州裁判所の訴訟において提起しまたは追加
しなかった。しかし、ミシガン裁判所規則によれば、当事者は、「訴答書面送
達の時点において、訴訟の主題である事件から生じた、訴答者が相手方当事者
に対して有するすべての請求」を併合しなければならないものとされている（27）。
そして、たとえ Gentry が、連邦法上の請求に基づく訴えを提起するために利
用することのできるすべての情報を有していなかったとしても、原告はまた、

『州裁判所の訴訟の係属中に明らかになった関連した事実上の主張に基づき、
訴えの追加的変更を行う義務を負うのであり、もしそうしなければ、既判事項
の原則によりそれらの請求は遮断されるのである』（28）。
　ミシガン州は、そのような請求を提起することができまたは提起すべきであ
ったかどうかを判断するための二つの基準を採用している。すなわち、『同一
証拠』の基準と『同一事件』の基準である（29）。『同一証拠』の基準によれば、『後
訴が遮断されるのは、もしその後訴を根拠付けるために必要な証拠が、前訴を
根拠付けたであろう場合、または同一の事実が、両訴訟の追行にとり重要であ
った場合』である（30）。同一事件の基準によれば、『異なった種類または法的視
点に基づく救済の主張は、もし、単一の主要事実の集合体が救済の主張を生じ
させるときは、単一の訴訟原因を構成する（31）』。
　これらのいずれの基準によっても、Gentry が、Carmona に対する連邦法上
の請求を提起することができ、また提起すべきであったことは明らかである。
両事件とも、Carmona の Gentry に対する発砲を理由として訴えを提起したの
であり、Carmona の州法上の故意に基づく不法行為を証明するために必要な

（26）See, e.g., Bletz v. Gribble, 641 F.3d 743, 749(6th Cir.2011).
（27）Buck, supra note 20, 597F.3d at 817(citing Mich.Ct.R.2.203(A)).
（28）Id. (quoting Adair, 470Mich.at 125).
（29）See SHR Ltd. P’ship v. SWEPILP, 173Fed.Appx. 433, 435(6th Cir. 2006)(citing 

　　　Adair, 470Mich. at123).
（30）Id.(quoting Adair, 470 Mich. at 123).
（31）Id.; see also Washington v. Sinai Hosp.of Greater Detorit, 478Mich.412(2007).
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同一の事実と証拠が、Carmona の連邦憲法上の違反を証明するために必要な
ものと同一である。たとえ州法上の請求と連邦法上の請求の違いを認めたとし
ても、発砲が、両訴えの根拠をなす「単一の主要事実の集合体」であった。ま
た、たとえ、連邦訴訟を根拠づける事実が証拠開示の間に明らかになったとし
ても、それらがその訴訟の終局判決の前に明らかとなる限り、Gentry は、彼
の州裁判所における訴えを変更することができ、かつ変更すべきであった。し
たがって、当裁判所は、Gentry の Carmona に対する §1983 に基づく訴え（請
求）を棄却する。
　C. Wayne 郡の被告らに対する請求
　Wayne 郡の被告らに対しては、より困難な問題が生じる。Gentry は、彼
らは州裁判所における請求において全く併合されなかったし、また Monell
上の請求は、Carmona の発砲事件に基づく請求とは異なる訴訟原因なので、
Wayne 郡の被告らは、既判事項との関係において当事者的関係人であるとの
主張を行うことはできない、と主張する。被告らは、Wayne 郡の被告らは
Carmona と当事者的関係人の立場に立つので、既判事項の原則と請求遮断効
が、Monell 上の請求に対しても適用されるべきである、と主張する。
　１　当事者的関係人
　Gentry は、彼の最初の州裁判所の訴訟において、Wayne 郡の被告らに対し
て訴訟を提起しなかった。しかし、ミシガン州では、請求遮断効が適用される
ためには、当事者が全く同一である必要はない。ミシガン州は、依然として限
定的な形態である「エストッペルの相互性」を順守しているが、既判事項の原
則は、当事者と関係人の立場に立つ者に対しても適用されるであろう。当事者
と関係人の立場に立つ場合とされるのは、二人の異なる当事者が、『他方の当
事者とその利益について同一視できる関係にあり、前訴の訴訟当事者が、後訴
の当事者が主張しようとするのと同一の法律上の権利を代表しているような場
合である。この原則の外的限界は、従来、［１］利益の実質的同一性、および

［２］（［３］）非当事者の利益がその訴訟の当事者により代表されかつ保護され
るような基礎となる機能的関係を要求している』（32）。

（32）Bates v. Twp. of Van Buren, 459F.3d 731, 734-735(6th Cir. 2006)(quoting Adair, 
680N.W.2d at 398 ).
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　なるほど、ある意味において、Carmona が自らの主張を証明することにお
ける利益と、Wayne 郡の被告らが、Carmona の証明を見守る利益とは、同一
である。Monell 上の請求は、地方自治体を有責と判示するためには、基礎と
なる憲法上の侵害を要求しており、もし Carmona が有利に立証されるならば、
Wayne 郡の被告らもまた、必然的にそうなるであろう（33）。裁判所は、当然に、
保安官代理でありかつ Wayne 郡の被用者である Carmona は、雇用者と「基
礎となる機能的関係」を有することを前提とするであろう。裁判所は、しばし
ば、雇用関係が、当事者的関係人を形成するのに十分であることを承認してい
る（34）。
　しかしながら、Carmona が自ら立証することによる利益は、彼が Monell 上
の請求に関する Wayne 郡の被告らの利益を「代表しかつ保護する」ことを要
求しなかった。Monell 上の請求は、基礎となる憲法違反の判断を要求するが、
政府免責に関する Carmona の防御方法は、彼が主観的な誠実性に基づく政府
免責を証明することができるかどうかを中心とするものであった。上述された
ように、各政府免責の基準は異なっている。Carmona は、連邦上の政府免責
について判断されることなく、州裁判所において勝訴することができたし、ま
た基本的に勝訴した。さらに、たとえ、Carmona が連邦憲法に違反したかど
うかという問題を直接に争ったとしても、Carmona は、依然として Wayne 郡
の被告らに責任を負わせるであろうような、政府免責に関する自己のための適
切な抗弁を提出することができたであろう（35）。
　最後に、Monell 上の請求は、基礎となる憲法違反および自治体による別
個の行為の双方を要求する（36）。その訴訟は Carmona に対するものであり、
Wayne 郡の被告らに対するものではなかったので、Carmona は、Wayne 郡
の被告らが発砲の間に Carmona 自身の行為を「許し、承認し、または促し
た」際に、そのような Wayne 郡の被告らの独立した行為が、Monell 上の

（33）See e.g., Garretson v. City of Madison Heights, 407 F. 2d 789, 795(6th Cir.2005).
（34）See e.g., Peterson Novelties Inc. v. City of Berkley, 259 Mich. App.1,13(2003).
（35）See Barber v. City of Salem, 953 F.2d 232, 238(6th Cir. 1992)( 市職員が一定の行為に

ついて政府免責を受けられる一方で、それにもかかわらず自治体が同一の行為につ
いて責任を負うと判示されることはありうる ).

（36）See Ford v. County of Grand Traverse, 535F.2d 483, 495(6th Cir. 2008).	
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違反を生じさせたかどうかを争いまたは「代表しかつ保護する」必要はなか
った。Wayne 郡の被告らの側の故意の行為を証明しまたは反証することは、
Carmona が州の政府免責を確保するためには必要ではなかったし、連邦上の
政府免責を確保するためにでさえ必要ではなかった。したがって、当裁判所は、
Wayne 郡の被告らは、Monell 上の請求について Carmona と当事者的関係人
の立場には立たなかったものと判示する（37）。
　２．併合
　被告らはまた、Gentry は、彼が Wayne 郡の被告らに対する Monell 上の請
求を根拠づける事実を認識したとき、その請求を提起し併合することを求めら
れた、と主張する。たとえ、Gentry が、MCR2.203 に基づき訴え提起の時点
で Monell 上の請求を提起することができなかったとしても、先に指摘された
Buck 事件および Adair 事件における法準則に従い、『原告は、州裁判所にお
ける訴訟の係属中に明らかになった関連した事実上の主張に基づき訴えを追加
的に変更する義務を負うのであり、さもなければ既判事項の原則により遮断さ
れる』、と主張する（38）。
　なるほど、ミシガン裁判所規則 2.203 は、訴答者が、『訴答書面送達の時点
において、相手方当事者に対して有する請求が訴訟の主題である取引または事
件から生じたときは、それらすべての請求を併合すること』を要求している（39）。
しかし、Wayne 郡の被告らは、その時点において当事者ではなかったのであり、
その規則は、もっぱら訴え提起の時点において当事者とされている者に対する
すべての可能な請求を提起することを命じている。
　訴えの追加的変更を行う義務を負わせる法準則については、この法準則、と
りわけ Adair における法準則は、既判事項の原則を一般的に検討する際に形
作られたものである（40）。既判事項の原則は、当事者的関係人であることを要

（37）See generally Adair, 470Mich. at 123( 法律上の利益は保護された、なぜならば、ま
さに同一の請求と救済が単一の法主体に対して求められたからである、と判示 ); 
Bates, supra note 32, 459F.3d at 736( 原告の救済の請求が、前訴において主張され
たのと同一の請求及び訴訟原因であった場合は、当事者的関係人の立場が認められ
る、と判示 ).

（38）Buck, supra note 20, 597F.3d at 817-818(quoting Adair, 470Mich. at 125).
（39）MCR2.203(A); See also id., 597 F.3d at 817.
（40）Adair, 470Mich. at 120(「既判事項の原則を論じつつ」、請求を提起することができ
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求しており、かつ当裁判所は、すでに Wayne 郡の被告らは Carmona と当事
者的関係人の立場には立たないと判示したのであるから、追加的変更を行う義
務は、適用されない（41）。当事者は、すでに併合されている当事者に対する請
求だけでなく、追加的な当事者に対する請求を追加併合する義務を負うとの命
題に立つ何らの判例も指摘されていない（42）。
　また、Wayne 郡の被告らは、当事者の必要的併合を要求する、ミシガン裁
判所規則 2.205 に基づく必要的当事者を構成するものでもない。そのルールは、
訴訟の開始の時点において不在当事者が、『裁判所が完全な救済を付与する上
で重要であるとき』は、当事者の併合を要求する。MCR2.205(A). このルール
との関係で、『法律上の救済とは、金銭賠償を求める権利である』（43）。しかし、『そ
の訴訟における当事者の在廷が、完全な救済を付与する裁判所にとり重要でな
いときは、訴訟経済または多数の訴訟の回避というような要因は、併合を強制
するのに十分なものではない』（44）。結局のところ、最初の訴訟は、Carmona
の Gentry に対する発砲を理由とするものであった。Wayne 郡の被告らが在廷
することなく、Gentry は、Carmona からその発砲を理由として、損害賠償を

る点を検討 ).
（41） この判例の記述によれば、既判事項の原則を前提として、第三者が既判力の拡張を

受ける当事者的関係人であれば、原告は、当該第三者に対する請求を併合する義務
がある、と述べるようにも思える。しかし、そもそも当事者的関係人には、代替的
手続保障を根拠として、既判力が拡張される関係にあるから、当該第三者に対する
請求を併合する義務を認める必要はないのではないであろうか。それとも、当該第
三者に実質的手続保障を与えるために、当事者的関係人に対する請求を併合する義
務を認めた上で、当該第三者に対する請求の併合義務違反に対しては、併合義務違
反に基づく遮断効を付与する代わりに、代替的手続保障を根拠とした既判力の拡張
を認めるという趣旨であろうか。今後、さらに検討したい。

（42）See generally Elder v. Twp. of Harrison, 489 Fed. Appx.934(6th Cir. 2012) ( 既判事
項の原則は、州裁判所における請求に関する提起の後に生じた請求には適用されな
い。ミシガン州における請求の併合に関する「併合できたまたは併合すべきであっ
た」というルールにもかかわらず、市民的権利に関する訴えは、同一の当事者に対
するものであるが、「州裁判所の訴訟の提起後に発生した新たな訴訟原因を提起し
た」。).

（43）Troutman v. Ollis, 134Mich. App.332, 339 (1984).
（44）P.T.Today,Inc. v. Comm’r of Office of Fin. & Ins. Servs., 270Mich. App. 110,  

135(2006).
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得ることができたであろう。
　Wayne 郡の被告らは、訴訟の開始の時点において必要的当事者として併合
される必要はなかったし、またミシガン州の請求併合のルールは、併合された
当事者に対してのみ適用されるので、当裁判所は、Wayne 郡の被告らに対す
る訴訟は、訴訟の開始の時点において併合される必要はなかったし、かつ、そ
れゆえ Wayne 郡の被告らは州裁判所の訴訟における既判事項の原則の効果を
受けることはできないのである。
Ⅱ . 争点遮断効と正式事実審理に基づかない判決

　以上で、問題が解決するわけではない。被告らは、選択的に、ミシガン州控
訴裁判所の事実認定には争点遮断効が適用され、その結果、被告らは、正式事
実審理に基づかない裁判を受けられるべきである、と主張する。彼らは、発砲
をめぐる事実は、ミシガン州裁判所において十分かつ公正に争われた、と主張
する。これらの事実を政府免責及び過度な実力に適用して、被告らは、当裁判
所が、Carmona は政府免責を受ける資格があり、正式事実審理に基づかない
裁判を受けられるべきであり、また何ら基礎となる憲法違反も生じなかったの
であるから、Wayne 郡の被告らも同様に正式事実審理に基づかない裁判を受
けられるべきである、と主張する。
　A. 法的基準
　Title 28 U.S.C.§1738 はまた、連邦裁判所が、州裁判所の事実認定に対して、
遮断効を付与することを要求する。ミシガン州では、裁判所は、以下の要件を
満たす場合に、争点遮断効を適用しなければならない。すなわち、『（１）判決
にとり重要な事実上の問題が、実際に争われかつ有効な終局判決により判断さ
れたこと、（２）同一の当事者が、その争点を争う完全かつ公正な機会を有し
たこと、および（３）エストッペルの相互性が存在しなければならないこと』、
である（45）。Monat 事件において、ミシガン州最高裁は、争点遮断効の防御的
利用について、相互性の要件を取り除いた。それゆえ、『被告らは、本件にお
いて、防御的なコラテラル・エストッペルを利用しており、相互性は要求され

（45）Gilbert v. Ferry, 413F.3d 578, 580-581(6th Cir. 2005)(quoting Monat v. State Farm 
Inc. Co., 469Mich. 679, 681(2004)).
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ない』（46）。
　B. Carmona に対する請求
　当裁判所は、すでに、Carmona に対する請求は、請求遮断効の原則により
却下されなければならないと判断したので、どのような事実が、Carmona に
対して直接に遮断されるべきかどうかを判断する必要はない。
　C. Wayne 郡に対する請求
　さて、当裁判所は、Gentry v. Carmona 事件における事実認定の範囲の問題
と、Gentry が Wayne 郡の被告らに対してどのような争点を再度争うことを遮
断されるのかに向かうこととする。相互性は要求されないので、Wayne 郡の
被告らは、Gentry がその争点を争う機会を有し、かつその争点が判決にとり
重要であった場合は、Gentry に対して防御的に争点遮断効を主張することが
できる。
　　1．Gentry v. Carmona 事件において解決された法律上の争点
　当裁判所は、Wayne 郡の被告らが Gentry に対して主張することのできるど
のような法律上及び事実上の争点が、ミシガン州控訴裁判所により解決された
かについて、以下のような結論を採るものとする。
　第一に、Carmona は、政府免責を受けることができる。Gentry v. Carmona 
at 11(Carmona の行為は、政府免責が適用される決断である ).
　第二に、ミシガン州控訴裁判所は、まさに、Carmona が連邦上の政府免責
を受けることができるかどうかという問題について論じまたは取り上げなかっ
た。上述のように、ミシガン州における政府免責の要件と連邦上の政府免責の
要件は、異なっている。政府免責は、『（１）侵害を受けた当事者に最も有利な
観点に基づく主張を検討して、憲法上の権利が侵害されたかどうか、および

（２）その権利が明確に確立されているかどうか』の検討を要求する（47）。ミシ
ガン州控訴裁判所は、自らが分析した問題を、『もっぱら故意に基づく不法行
為を扱う、ミシガン州政府責任不法行為法の一部』と定義した（Carmona at 
6）。 そして、裁判所は、『Carmona の行為が誠実にまたは悪意に基づかずに

（46）Id.; see also Ranir, LLC v. Dentek Oral Care, inc., 2010WL 3222513 at 3 (W.D. Mich. 
Aug.16, 2010)( 争点遮断効を主張する当事者は、前訴で当事者または当事者的関係人
であったことは、必要ではない ).

（47）Everson, supra note 25, 556F.3d at 494.
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なされた』かどうかという観点から、Carmona の行為を検討した（Id. at 8）。
ミシガン州控訴裁判所は、連邦憲法上の基準を引用しなかったし、その議論
との関係で『政府免責』という用語さえも議論しなかった。また、控訴裁判
所は、Carmona の政府免責に基づいて州の訴えを却下するために、そのよう
な議論をも要求しなかった・・・。当裁判所は、Gentry v. Carmona 事件は、
Carmona が連邦憲法に違反しなかったという法律上の結論には達しなかった
ものと判断する（48）。
　　2．解決された特定の事実上の争点
　Gentry v. Carmona 事件はまた、当裁判所が解決していない本件事件に関す
るいくつかの事実上の争点を解決した・・・。ミシガン州控訴裁判所は、『Gentry
の武器への実際の接触については証言が食い違っており、また Gentry の手の
見え方と Gentry の下の Merrow の正確な位置については相違が存在してい
る』ことを指摘したが（id.）, 裁判所は、それらの点は、Carmona の誠実性を
検討する際、『機能的に無関係である』と結論付けた。それゆえ、裁判所の意
見は、Gentry が実際に Merrow の武器に触れたかどうか、Gentry が Merrow
の武器を取ろうと手を伸ばしたか、および Gentry が Merrow の武器を取ろう
と手を伸ばしたのを Carmona が見ていたかいなかったかについては、事実認
定を行っていないように思われる。その意見はまた、Gentry が動いたときに、
彼が単に床から立ち上がろうとしただけかどうかについても、認定を行って
いない。
　　3．適用
　上述のように、警察官の行為を免責する一方で、それにもかかわらず、
Monell 事件に基づき、監督的な団体にその訓練及び監督違反を理由に責任を
負わせる旨判示することは、法律上は可能である（49）。しかしながら、基礎と
なる違反が存在しなければならない。『政府免責は、たとえ、自治体または郡
の行為者が政府免責により個人的に免責されるとしても、もしそれらの職員が、
実際上原告の憲法上の権利を侵害したならば、自動的に自治体または郡の憲法

（48）See also Parker ex rel. Peters v. Sch. Dist. of City of Pontiac,No. 305330, 2013WL 
1316742(Mich. Ct. App. Apr. 2, 2013); but see Malory v. Whiting,489 Fed. Appx. 78, 
86(6th Cir. 2012) ( 争点遮断効との関係で論じていない ).

（49）See Barber, 953 F.2d at 238.
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上の責任を免除するものではない』（50）。それゆえ、Wayne 郡の被告らが本件
の正式事実審理に基づかない裁判において責任を免除されるには、Carmona
は、明確に証明されたかどうかは別にして、実際に憲法上の権利を侵害しては
ならなかったのである。正式事実審理に基づかない裁判をするときは、裁判所
は、『侵害を主張する当事者に最も有利な観点からみて、主張された事実が、
その職員の行為が憲法上の権利を侵害したことを示しているかどうかを検討し
なければならない』（51）。
　過度の力の行使に基づく請求を審理する際、裁判所は、第四修正に基づく憲
法違反の問題を分析する（52）。警察官による力の行使は、『もし合理性という客
観的基準の下で過度なものであれば』、第四修正に違反する（53）。各事件におけ
る『合理性という客観的基準』は、『現場における合理的な警察官の立場から
見て』、各事件における特定の事実と状況に基づく（54）。
　殺傷能力のある武器を使用する判断を検討する際、『当該武器の使用により
生じる過度の侵害を前提とすれば、対抗する政府の利益は、実に重大でもので
なければならない。まれな場合にのみ、警察官は、殺傷能力のある武器の使用
により、容疑者を逮捕することができる』（55）。殺傷能力のある武器を使用す
ることができるのは、『警察官が、被疑者がその警察官または他の警察官に対
して、重大な身体的危害を負わせる危険を生じさせたと信じる相当な理由を有
する場合』、である（56）。これとの関係での相当な理由とは、『相当な注意を払
う者が、殺傷能力のある武器が必要であると当然に信じるに十分』な事実およ
び状況である（57）。これに関連する検討すべき事項とは、１）問題となる犯罪

（50）Scott v. Clay Cnty., Tenn., 205 F.3d 867, 879(6th Cir. 2000).
（51）Brosseau v. Haugen, 543 U.S. 194, 197(2004)(quoting Saucier v. Katz, 533 U.S. 194, 
       201(2001)).

（52）Binay v. Bettendorf, 601 F.3d 640, 652(6th Cir. 2010).
（53）Id.
（54）Harris v. City of Circleville, 583 F.3d 356, 365(6th Cir. 2009)(citing Dunn v.  
        Matatall, 549F. 3d 348, 353(6th Cir. 2008)).

（55）Davenport v. Causey, 521 F.3d 544, 551(6th Cir. 2008)(quoting Whitlow v. City of  
        Louisville, 39 Fed. Appx. 297, 302-303(6th Cir. 2002)).

（56）Id. (citing Tennessee v. Garner, 471 U.S. 1, 11-12(1985) ).
（57）Id.(quoting Berger v. New York, 388 U.S. 41, 55(1967)).
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の重大性；２）被疑者が、警察官またはその他の者の安全に対する差し迫った
脅威を惹起したこと；および、３）被疑者が積極的に逮捕に抵抗し、または逃
走により逮捕をまぬかれようとしたかどうか、である・・・（58）。
　結局、なお Gentry が実際に Merrow の銃を取ろうとしたかどうか、および
Carmona がそれを見たか見なかったかについての事実上の問題が存在してい
る。ミシガン州控訴裁判所が指摘したように、『Gentry が実際に武器に触れた
かどうかについては証言が対立しており、また Gentry の手の見え方と Gentry
の下における Merrow の実際の位置については、相違が存在している』。した
がって、その事件の記録は、なお不明確なままである・・・。もし Gentry が、
実際に Merrow の拳銃に手を伸ばさず接触もしていなかったら、これを見て
いた Carmona は、Gentry が警察官らの安全に差し迫った危険が生じていなかっ
たにもかかわらず彼の銃を発射したことにより、憲法違反を犯したのである（59）。
結論
　Gentry の Carmona に対する請求は、Gentry v. Carmona 事件における請求
遮断効により遮断される。Wayne 郡の被告らに対する請求は遮断されないの
で、かつ発砲および憲法違反がなされたかどうかに関する事実上の問題につい
てなお未解決であるので、当裁判所は、Wayne 郡の被告らに対する請求に基
づく訴えを却下しない。したがって、当裁判所は、被告らの却下の申立てを一
部認め、Carmona を訴訟から免除するものとし、Wayne 郡の被告らに関する
その他の申立てを却下するものとする」。
　本件判決は、民事訴訟法における多くの重要なテーマについて詳細に検討し
た極めて注目すべき判決である。本件は、最初に、原告 Gentry が、ミシガン
州 Wayne 郡の裁判所において、銃を発砲して原告を負傷させた警察官である
被告 Carmona に対して、過失、重大な過失、及び故意による不法行為に基づ
く請求について訴えを提起し、請求棄却判決が確定した後、次に、同一の原告
が、連邦裁判所において、被告 Carmona およびその使用者である被告 Wayne
郡の職員らに対して、連邦法上の市民的権利に基づく請求について訴えを提起
した事例である。
　まず第一に、本件事例において、原告 Gentry が、ミシガン州 Wayne 郡の

（58）Id.(citing Graham v. Connor, 490U.S. 386, 396(1989)).
（59）See Howser v. Anderson,150 Fed.Appx. 533, 538(6th Cir. 2005).
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裁判所において、被告 Carmona に対して提起した前訴での敗訴判決確定後、
同一の原告 Gentry が同一の被告 Carmona に対して連邦裁判所において提起
した請求に基づく後訴が、既判事項の原則または必要的請求併合のルールによ
り遮断されるかどうかが問題となった。この点について、ミシガン裁判所規則
2.203(A) 項の必要的請求併合のルールは、原告が被告に対して、同一の事件か
ら生じた数個の請求を有するときは、それらの請求を併合して訴えなければな
らない、と定める。従って、原告が、これらの請求のうち一つの請求に基づき
訴えを提起し、当該請求について判決が言い渡され確定したときは、他の請求
に基づく後訴は、原告の請求不併合に対する帰責性と被告の要保護性を前提と
した失権的効果に基づき遮断されることになる。また、原告が、これらの請求
のうち一つの請求に基づき訴えを提起した場合、この請求と同一の事件から生
じた他の請求を有する時は、原告は、当該請求を追加的に併合しなければなら
ない（必要的追加的変更）。そして、連邦裁判所は、これら両請求が同一の事
件から生じたかどうかを判断する基準として、「同一証拠」の基準と「同一事件」
の基準があることを指摘した上で、本件では、これらのいずれの基準によって
も、Gentry が、Carmona に対する連邦法上の請求を前訴において提起するこ
とができ、また提起すべきであったことは明らかであるから、当該請求に基づ
く本件後訴は遮断されると判示した。したがって、原告はまた、州裁判所の訴
訟の係属中に、当該請求と同一の事件から生じた Carmona に対する連邦法上
の請求を追加的に併合する義務を負う、と判示した。
　第二に、原告 Gentry の州裁判所における前訴では、その使用者であるミシ
ガン州 Wayne 郡は被告とされておらず、本件連邦訴訟では被告とされている
ため、被告 Wayne 郡が前訴被告 Carmona と当事者的関係人の立場に立つ者
として、前訴判決の効力を拡張される者であるかどうかが問題となった。当事
者的関係人 (privity) とは、同一の財産または権利について相互的または承継
的に関係する者を指し、例えば、相続人と被相続人、遺言執行者または遺産管
理人と遺言者または無遺言死亡者、譲渡人と譲受人、借主と貸主、契約の両当
事者などの関係にある者をいうとされる（60）。そして、既判力 (res judicata) が
当事者以外の利害関係人に及ぶことの説明として、「当事者と相互的利害関係

（60）田中英夫編・英米法辞典 667 頁（東大出版会、1991）。
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を有する者または当事者より判決後に権利を取得した者は、当事者と関係 (in 
privity) があるから、判決の効力が及ぶ」ものとされる（61）。この点について、
連邦裁判所は、当事者と関係人の立場に立つ者とは、二人の異なる当事者が、
他方の当事者とその利益について同一視できる関係にあり、前訴の訴訟当事者
が、後訴の当事者が主張しようとするのと同一の法律上の権利を代表している
ような場合であることを指摘した。そして、この原則の外的限界は、①利益の
実質的同一性、および②非当事者の利益がその訴訟の当事者により代表されか
つ保護されるような基礎的な機能的関係を要求する、とした。そのうえで、裁
判所は、一般的には、使用者・被用者のような雇用関係が、当事者的関係人を
形成するのに十分であるとしつつ、本件では、州裁判所での前訴における政府
免責に関する Carmona の防御方法は、被告 Carmona が主観的な誠実性に基
づく政府免責を証明することができるかどうかを中心とするものであったのに
対し、本件連邦法上の請求 (Monell 請求 ) は、基礎となる憲法違反の判断を要
求しており、各政府免責の基準は異なっているため、Carmona は、連邦上の
政府免責について判断することなく、州裁判所において勝訴することができた
ことを指摘した。その結果、Carmona が自ら立証することによる利益は、彼
が連邦法上の請求に関する Wayne 郡の被告らの利益を「代表しかつ保護する」
ことを要求しなかった、と結論付けた。したがって、裁判所は、Wayne 郡の
被告らは、連邦法上の請求 (Monell 請求 ) について Carmona と当事者的関係
人の立場には立たなかったものと判示した（62）。
　第三に、原告 Gentry の州裁判所における前訴では、原告 Gentry は、被告
Carmona に対してのみ訴えを提起し Wayne 郡を被告として併合しなかった
が、裁判所は、Wayne 郡が必要的当事者として前訴において併合されるべき
であったかどうかについても判示した。必要的当事者併合のルールを定めるミ

（61） 鴻常夫＝北沢正啓編・英米商事法辞典 618 頁（200 N.W.2d 45,47）（商事法務研究会、
1986）。

（62）裁判所は、さらに、Monell 上の請求は、基礎となる憲法違反および自治体による         
別個の行為の双方を要求するところ、その訴訟は Carmona に対するものであり、         
Wayne 郡の被告らに対するものではなかったので、Carmona は、Wayne 郡の被 告
らが発砲の間 Carmona 自身の行為を「許し、承認し、または促した」際に、 そのよ
うな Wayne 郡の被告らの独立した行為が、Monell 上の違反を生じさせたか どうか
を争いまたは「代表しかつ保護する」必要はなかったことをも指摘した。
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シガン裁判所規則 2．205(A) 項は、「訴訟におけるその者の存在が、裁判所に
より完全な救済を言い渡すのに欠くことのできないほど当該訴訟の主題に利害
関係（利益）を有する者は、当事者とされなければならず、かつ各自の利害関
係（利益）に応じて、原告または被告とされなければならない」、と規定する。
どのような者が必要的当事者とされるかについては、ある者が不在のまま言い
渡される救済（判決）の適切性、ある者が併合されない場合その不在者に生じ
る不利益、及びある者が併合されない場合に在廷被告に生じる不利益を基準
として判断される。この点について、裁判所は、最初の訴訟は、Carmona の
Gentry に対する発砲を理由とするものであり、Wayne 郡の被告らが在廷する
ことなく、Gentry は、Carmona からその発砲を理由として損害賠償を得るこ
とができたことを指摘し、Wayne 郡の被告らは、訴訟の開始の時点において
必要的当事者として併合される必要はなかったと判示した。そして、その訴訟
における当事者の在廷が、完全な救済を付与する裁判所にとり重要でないとき
は、訴訟経済または多数の訴訟の回避というような要因は、併合を強制するの
に十分なものではないことをも指摘した。
　第四に、原告 Gentry が州裁判所において被告 Carmona に対して提起した
前訴において、ミシガン州控訴裁判所が行った事実認定には争点遮断効が適用
され、その結果、被告 Wayne 郡らは、後訴において、正式事実審理に基づか
ない裁判を受けることができるかどうかが問題となった。この点について、裁
判所は、ミシガン州における争点遮断効の要件として①判決にとり重要な事実
上の問題が、実際に争われかつ有効な終局判決により判断されたこと、②同一
の当事者が、その争点を争う完全かつ公正な機会を有したこと、および③エス
トッペルの相互性が存在しなければならないことを挙げた上で、Monat 事件
において、ミシガン州最高裁は、争点遮断効の防御的利用について相互性の要
件を取り除いたことを指摘した（63）。そして、被告 Wayne 郡らは、本件において、
防御的なコラテラル・エストッペルを利用しているので、相互性は要求されな
いことを指摘した。このように、相互性は要求されないので、Wayne 郡の被
告らは、Gentry がその争点を争う機会を有し、かつその争点が判決にとり重
要であった場合は、Gentry に対して防御的に争点遮断効を主張することがで

（63）Monat v. State Farm Inc. Co., 469Mich. 679, 681(2004).
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きる、と判示した。その上で、裁判所は、前訴では、被告 Carmona の一般不
法行為を前提とした主観的免責（誠実性）が争点とされたのに対して、後訴で
は、当該不法行為に憲法違反があるかどうかといった客観的免責が争点とされ
ており、前訴では、当該憲法違反について法律上も事実上も争点とはされなか
ったので、争点遮断効は生じない、と判示した。
(28) Graham v. State Farm Mutual Automobile Insurance Company（64）

　2009 年 1 月 22 日、Melanie Midgett が、Graham の運転する自動車に追突
した。Graham は、State Farm と保険契約を締結していた。2010 年、Graham
は、State Farm に対してファースト・パーティ保険に基づく訴えを提起し、
保険者が、負傷の結果彼が必要とした医療費や家事援助のすべてについて補償
を行わなかった、と主張した。また、Graham は、Midgett に対しても、過失
に基づく請求について訴えを提起した。2010 年の訴訟の係属中、Graham は、
Midgett が、保険料未払いにより保険証券が失効したため、事故の当時実際に
無保険の状態にあったことを知った。その後、Graham は、ファースト・パー
ティ保険に基づく請求について被告と和解し、それらの請求について不利益を
伴う訴えの取下げを行った。彼は、一カ月後に、Midgett に対する訴えを取り
下げた。
　2011 年、Graham は、State Farm に対して本件第二訴訟を提起し、Midgett
が関与したのと同一の自動車事故に関連した無保険運転車保険に基づく支払い
を求める請求を主張した。State Farm は、正式事実審理に基づかない裁判を
申し立て、本件訴訟は、Graham が 2010 年の訴訟において無保険運転車保険
に基づく請求を併合提起すべきであったので遮断される、と主張した。巡回
裁判所は、既判事項の原則と MCR2.203(A) 項に基づく必要的請求併合のルー
ルにより、State Farm が勝訴の判決を受けることができるとの主張を支持し、
請求を棄却した。この判決に対して、原告が控訴。控訴裁判所は、原告の控訴
を棄却して、次のように判示した。
　「MCR2.116(C)(7) に基づく正式事実審理に基づかない裁判は、ある請求が『訴
訟開始の前に、その請求に関する前訴判決その他の処分により』遮断される場
合に、付与することができる・・・。既判事項の原則は、『次のような要件を

（64）WL667512(2014).
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満たす場合に、後訴を遮断する。すなわち、（1）前訴が本案について判断され
たものであること、（2）両訴訟が、同一の当事者または彼らの当事者的関係人
を含むこと、及び（3）後訴における事項が、前訴において解決されまたは解
決することができたこと、である』・・・。『その原則は、適切な注意を払えば、
前訴において提起することができたすべての事項を遮断する』（65）。
　Graham が 2010 年に State Farm に対して提起した訴訟について、不利益を
伴う訴えの取下げがなされたことは、当事者間に争いがない。不利益を伴う訴
えの取下げは、既判事項の原則との関係では、本案に関する裁判であると考え
られる（66）。Graham は、既判事項の原則の第二の要件について争っていない。
すなわち、2010 年と 2011 年の訴訟は、明らかに同一の当事者を含んでいる。
　第三の要件については、ミシガン州の裁判所は、第二の訴訟における事項が、
適切な注意を払えば前訴において提起することができたかどうかを判断する際
に、二つの選択的なアプローチを採用してきた。すなわち、『同一の証拠』及び『同
一の事件』（または、『事件』）の基準である（67）。Adair 事件では、裁判所は、『よ
り広い事件の基準』を採用することを明らかにした（68）。
　『事件の基準は、異なる類型またはセオリ－に基づく救済は、もし単一の主
要事実の集合体が救済の主張を生じさせるときは、依然として単一の訴訟原因
を構成する、と定める』（69）。『ある事実の集合体が既判事項の原則との関係で
一つの『事件』を構成するかどうかは、それらの事実が時間、場所、原因、ま
たは動機の点で関連しているか、及びそれらが適切な審理の単位を形成してい
るかどうかを考慮して、実用的に判断されなければならない』（70）。後訴の事
件を立証するために必要な証拠が、前訴において必要とされるものと異なって
いるという事実は、『なんらかの関連性を有するとしても、決定的な問題とは、

（65）Estes v. Titus, 481 Mich. 573, 585;751 NW2d 493(2008).
（66）Limbach v. Oakland, Co.Bd. of Co. Rd. Comm’rs, 226 Mich. App 389, 395 － 396; 

573 NW. 2d 336(1997); Mitchell v. Dahlberg, 215 Mich. App. 718, 724; 547 NW2d 
74(1996).

（67）Adair v. Michigan, 470 Mich. 105, 123－125; 680 NW2d 386(2004).
（68）Id. at 124.See also Washington, 478 Mich. at 420.
（69）Adair, 470 Mich. at 124.
（70）Id. at 125.
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本件請求が、前訴における請求と同一の事件の一部として生じたかどうかとい
うことである』（71）。
　Graham は、無保険運転車保険に基づく請求に関する事実は、ファースト・
パーティ保険に関連する事実とは完全に異なると主張するが、同一の証拠が両
請求を根拠付けるかどうかは、解決の手がかりとなるものではない。同一の衝
突事故から生じ、かつ同一の保険者と被保険者とを含むファースト・パーティ
保険に基づく請求と無保険運転車保険に基づく請求は、Begin 事件における保
険者の対応から生じた無過失保険上の給付を求める請求と不法行為に基づく請
求よりも（72）、時間、場所、原因、及び動機の点で一層関連性がある。本件に
おけるファースト・パーティ保険に基づく請求と無保険運転車保険に基づく請
求は、同様に同一の事件の基準を満たすのである・・・。
　Graham は、当裁判所が既判事項の原則に関する限定的な適用をするよう求
めているが、当裁判所は、既判事項に関する広い適用を命じるわが最高裁の判
断に従わなければならない。したがって、巡回裁判所が、State Farm による
既判事項に基づく正式事実審理に基づかない申立てを認容したのは、誤りでは
なかった。当裁判所は、控訴を棄却する」。
　本件では、原告 Graham の運転する自動車が Midgett により追突されたため、
原告 Graham と保険契約を締結していた被告 State Farm に対して、ファース
ト・パーティ保険に基づく前訴を提起し、保険者が、負傷の結果彼が必要とし
た医療費や家事援助のすべてについて補償を行わなかった、と主張した。この
前訴で、Graham は、ファースト・パーティ保険に基づく請求について被告と
和解し、それらの請求について不利益を伴う訴えの取下げを行った（なお、不
利益を伴う訴えの取下げは、既判事項の原則との関係では、本案に関する裁判
と同視される）。その後、原告 Graham は、被告 State Farm に対して本件後
訴を提起し、Midgett が関与したのと同一の自動車事故に関連した無保険運転
車保険に基づく支払いを求める請求を主張した。この原告の提起した本件後訴
が、既判事項の原則及び MCR2.203(A) 項の必要的請求併合のルールに基づき

（71）Id. 
（72）Begin v. Mich. Bell Tel Co., 284Mich.App581, 599, 773NW2d 271(2009), overruled in 

part on other grounds, Admire v. Auto-Owners Ins. Co., 494 Mich.10, 831 NW 2d 
849 (2013).
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遮断されるかどうかが問題となった。
　MCR2.203(A) 項の必要的請求併合のルールは、原告が被告に対して同一の
取引または事件から生じた数個の請求を有する時は、それらの請求を併合して
提起することを要求しており、それらの請求のうちの一つの請求について訴え
を提起し判決が確定した後に、他の請求について後訴を提起することは、前訴
での原告の帰責性（請求併合義務違反）及び被告の要保護性を前提とした失権
的作用により遮断されるものとされる。そこで、原告 Graham が提起した両
請求が、同一の取引または事件から生じたかどうかが問題となった。この点に
ついて、控訴裁判所は、その判断基準として、同一証拠の基準と同一事件（ま
たは事件）の基準があることを指摘した上で、後者のより広い事件の基準を採
用するものとした。そして、同一の衝突事故から生じ、かつ同一の保険者と被
保険者とを含むファースト・パーティ保険に基づく請求と無保険運転車保険に
基づく請求は、時間、場所、原因、及び動機の点で一層関連性があり、両請求
は、同一の事件の基準を満たすものと判示した。
　(29) Ghannam v. Hamameh（73）

　本件では、最初に、被告 Hamameh が原告 Ghannam に対して訴えを提起
し、原告 Ghannam が虚偽の投資を通して被告 Hamamaeh を騙すという計画
の下に行為をしたととの主張を含むものであった。その後、原告 Ghannam が
被告 Hamameh に対して、本件訴えを提起し、Hamamaeh の訴訟及び彼自身
の訴訟における陳述により生じたとされる損害の賠償を求めるものであった。
Hamamaeh は、Ghannam の各請求が他の訴訟の係属中に訴答または裁判所
において Hamamaeh が行った陳述を含んでいるので、彼の請求のすべてが排
斥されるという理由に基づき、正式事実審理に基づかない裁判の申立てを行
った。しかしながら、第 1 審裁判所は、明らかに職権で、Ghannam が、当該
請求を他の訴訟において反訴として提起すべきであったという理由に基づき、
Ghannam の各請求を棄却する裁判を言い渡した。この判決に対して、原告が
控訴。控訴裁判所は、次のように判示して、原告の控訴を棄却した。
　「控訴審において、Ghannam は、第 1 審裁判所がそのような理由に基づき彼
の請求を棄却したのは誤りであった、と主張する。『当裁判所は、正式事実審

（73）WL 2158174 (2014).
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理に基づかない裁判の申立てに関する事実審裁判所の裁判を、覆審的に審査す
るものとする・・・』。
　当裁判所は、事実審裁判所が、Ghannam は彼の請求を他の訴訟において反
訴として提起することを義務付けられると判示した点は誤っていたことに同意
する。MCR2.203(A) は、次のように定める・・・。『訴訟は、各訴訟が他方の
訴訟を生じさせるような同一の出来事から生じる場合にのみ、同一の取引又は
事件から生じる』（74）。
　本件訴訟における Ghannam の Hamamaeh に対する請求は、Hamamaeh の
Ghannam に対する訴訟に関連した同一の取引または事件から生じたもので
はなかった。Hamamaeh の訴訟は、虚偽の投資を通して Hamamaeh を騙す
という計画の下における Ghannam の行為を含むものであった。Hamamaeh
の Ghannam に対する請求を生じさせた出来事は、彼が Ghannam を訴える前
に終了した。これとは対照的に、Ghannam は、Hamamaeh の訴訟及び彼自
身の訴訟における陳述により生じたとされる損害の賠償を求めるものであっ
た。それゆえ、両訴訟は関連性を有してはいるが、それらの訴訟は、同一の
出来事から生じたものではない（75）。したがって、Ghannam は、彼の請求を、
Hamamaeh の訴訟において反訴として提起することを義務付けられなかった。
　・・・Hamamaeh は、当裁判所が、関連する部分において、他の根拠に基
づき控訴を棄却することを求めている。すなわち、Hamamaeh は、訴訟手続
における免責特権が Ghannam のすべての請求を遮断する、と主張する・・・。
訴訟手続における免責特権の原則によれば、訴訟手続の過程において、裁判官、
弁護士、及び証人によりなされた陳述は、もし、それらが審理されている争点
に関連し、重要であり、あるいは関係を有するときは、絶対的な免責特権を受
ける（76）。この免責特権は、『訴訟手続のすべての段階に拡張され、訴答書面及
び宣誓供述書を含め、争点となる問題に関連して述べられるであろう事項を対
象とする』（77）。この免責特権は、訴訟手続に参加した者を報復から保護する

（74）Nat’l Waterworks, Inc. v. Int’l Fidelity & Surety, Ltd., 275 Mich. App.256, 261,  
         739N.W. 2d 121(2007).

（75）Id.

（76）Oesterle v. Wallace, 272 Mich.App.260, 264, 725 N.W.2d 470(2006).
（77）Couch v. Schultz, 193 Mich. App. 292, 295, 483 N.W. 2d 684(1992).
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ために広く解釈されるべきである・・・。Ghannam は、彼の訴状において最
初に、Hamamaeh は、『他の訴訟において及びそれに関連して』彼に対して虚
偽であると彼の主張する意見や非難を行うことにより、文書による名誉毀損及
び中傷を行い、彼に損害を与えた、と主張する。Ghannam は、Hamamaeh の
訴状から七つの段落を記載し、Hamamaeh が前訴の審理の過程で記録上行っ
た意見と非難を引用した。主張されたこれらの中傷または文書による名誉毀損
の事実のそれぞれが、裁判所における訴答または審理の過程において生じたの
であり・・・、それゆえ、それらは、絶対的に免責を受ける・・・（78）。
　第 1 審裁判所は、誤った理由付けに基づくものではあったが、正しい結論に
達していた・・・。救済を認める何らの誤りも存在しない。控訴は棄却される」。
　本件判決において注目される点は、控訴裁判所が、ミシガン裁判所規則
2.203(A) 項を前提として、前訴被告が前訴原告の提起した訴えにおける請求と
同一の取引または事件から生じた請求を有する時は、当該請求を反訴として提
起することを要求される必要的反訴のルールの存在を前提として判示している
ように思われる点である。しかし、まず第一に、ミシガン裁判所規則 2.203(B)
項によれば、反訴の提起は被告の意思に委ねられており、任意的反訴のルー
ルが採用されている。そして、第二に、被告が、同規則 (B) 項に基づき反訴を
提起した時は、被告は、規則 2.203(A) 項の必要的請求併合のルールに基づき、
当該反訴請求が生じたのと同一の取引または事件から生じたその他の請求を反
訴請求として併合して訴えなければならないものと解釈されている。したがっ
て、上記の判決は、このような裁判所規則の解釈と異なる解釈を取っているよ
うに思われる。もし、上記の判決を理論的に基礎付けるとすれば、裁判所規則
によってではなく、ミシガン州における広範囲な既判事項の原則に基づいて説
明することになるであろう。なお、本判決のような必要的反訴のルールを前提
とすると、前訴被告が前訴原告の提起した訴えにおける請求と同一の取引また
は事件から生じた請求を有する時は、当該請求を反訴として提起することを要
求され、すでに、原告の前訴が終結した場合は、前訴被告は、当該請求を後訴
として提起することは遮断されることになり、また、原告の先行訴訟が係属中
の場合は、被告は、当該請求を反訴として原告の本訴に追加的に併合すること

（78）Oesterle, 272 Mich. App. at 264, 725 N.W. 2d 470.
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を必要とされるであろう。また、原告の先行訴訟が係属中の場合は、被告は、
当該請求を別訴として提起することは、重複訴訟に該当するものとして不適法
とされることになろう。
　(30) Danou Technical Park, L.L.C. v. Fifth Third Bank（79）

　本件は、受戻権喪失訴訟に関する紛争から生じた。前訴において、Fifth 
Third は、Danou Technical とその譲受人である SMD に対して、受戻権喪失
の対象とされる財産についての権原の確認を求める訴えを提起した。SMD は、
Fifth Third に対して、反訴を提起した。当裁判所は、Fifth Third Bank は、
正式事実審理に基づかない裁判及び争点となっている財産について権原の確認
(quieting title) を受ける権利がある、と判示した。その後、Danou Technical
は、Fifth Third に対して本件後訴（訴訟原因）を提起し、対象とされている
財産の換価処分の結果生じた剰余金の返還を求めた。事実審裁判所は、Fifth 
Third の正式事実審理に基づかない裁判の申立てを認容すると同時に、Danou 
Technical の正式事実審理に基づかない裁判の申立てを棄却し、MCR2.116(C)
(7) に基づき Danou Technical の請求を正式事実審理に基づかずに棄却し、そ
の請求は既判事項の原則により遮断される、なぜなら剰余金の支払いを求める
請求は、前訴において争うことができたからである、と結論付けた。これに対
して、本件控訴が提起された。控訴裁判所は、原告の控訴を棄却し、次のよう
に判示した。

「Ⅲ　既判事項の原則

　原告は、第 1 審裁判所が、既判事項の原則により本件訴訟（訴訟原因）が遮
断されると判示したのは誤っている、と主張する。
　『既判事項の原則は、同一の訴訟原因を多数の訴訟により争うことを防止す
るために適用される』（80）。わが裁判所は、『既判事項の原則について広範なア
プローチを採用してきたのであり、その原則は、すでに争われた請求だけでは
なく、同一の事件から生じ、当事者が適切な注意を払えば提起することができ

（79）WL 2881028 (2014).
（80）Washington v. Sinai Hosp. of Greater Detorit, 478 Mich. 412, at 418, 733 N.W. 2d. 

755(2007)., quoting Adair v. Michigan, 470 Mich. 105, 121, 680N.W. 2d 386 (2004).
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たが提起しなかったすべての請求をも遮断するのである』（81）。既判事項の原
則は、『以下の要件を満たす場合に、第二の後訴を遮断する。すなわち、（1）
前訴が、本案について判断されたこと、（2）両訴訟が、同一の当事者または彼
らの関係人を含んだこと、及び（3）第二の訴訟における事項が、前訴におい
て解決されまたは解決することができたこと、である』（82） 。さらに、前訴が
終局的な裁判であったことが必要である・・・。当裁判所は、既判事項の原則
が原告の本件訴訟（訴訟原因）を遮断するかどうかを判断するため、これらの
要件を検討しなければならない（83）。
　　A. 前訴が本案について判断されたこと
　既判事項の原則の第 1 の要件について、当裁判所は、前訴は本案について判
断され、かつその判決は終局的である、と判断する・・・（84）。
　　B.　両訴訟が、同一の当事者または彼らの関係人を含むこと
　既判事項の原則の第二の要件について、当裁判所は、前訴及び本訴は、同
一の当事者または彼らの関係人を含む、と判断する・・・。『前訴判決の当事
者または彼らの関係人のみが、その判決を利用しまたはそれに拘束されるで
あろう』（85）。・・・Danou Technical は、SMD が提起した反訴の当事者とは
されていなかったが、この事実は、『既判事項の原則の適用を妨げるものでは
ない』、なぜなら、Danou Technical は、前訴において『積極的な参加を行っ
た者』であったからである（86）。『既判事項の原則との関係での当事者とは、訴
訟の対象について直接の利害関係を持ち、防御を行いまたは訴訟手続を支配
し、判決に対して控訴を提起する権利を有する者である』（87）。前訴における
Danou TechnicalとSMDの権利及び利益は、明らかに結合していた。なぜなら、

（81）Id. 
（82）Id. 
（83）Washington, 478 Mich. at 418, 733 N.W. 2d. 755.
（84）Washington, 478 Mich. at 418, 733 N.W. 2d. 755, quoting Adair v. Michigan, 470 

Mich. 105, 121, 680N.W. 2d 386(2004).
（85）Duncan v. State Highway Comm., 147Mich. App. 267, 271, 382 N.W. 2d 762 (1985)

(internal quotation and citation omitted).
（86）Bousson v. Mitchell,84 Mich. App. 98, 102, 269N.W.2d 317(1978).
（87）Duncan, supra note 85, 147Mich.App. at 271, 382 N.W. 2d 762, quoting Howell v. 

Vito’s Trucking & Excavating Co., 386 Mich. 37, 42-43, 191N.W.2d 313(1971).
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SMD は、Danou Technical の譲受人として、Danou Technical の担保権 (API 
mortgage)及び手形に関する権利及び利益の承継人だからである（88）。それゆえ、
Danou Technical は、SMD に対する譲渡人として、SMD の反訴の当事者とはさ
れていなかったが、その反訴の対象について『直接の利益』を有していた（89） 。
・・・これらの事実によれば、Danou Technical が、既判事項の原則との関係
において前訴の『当事者』でなかったと論じることは、困難である。それゆ
え、当裁判所は、前訴と本件訴訟の双方が同一の当事者、すなわち両訴訟にお
いて明らかに対立していた Danou Technical と Fifth Third を含んでいた、と
判断する（90）。同一当事者の要件の目的、すなわち、前訴において不在であっ
た当事者の利益は、適切に保護されることを確保するという目的は、Danou 
Technical が前訴において、その利益と権利を主張しかつ防御した本件では、
充足されている（91）。
　C.　前訴で解決されまたは解決することのできた事項
　既判事項の原則の最後の要件については、両訴訟において主張されているセ
オリー及び請求は明らかに異なっているが、わが裁判所は、既判事項の原則を
広く適用し、『その事項を前訴において解決することができたかどうかを判断
するため、事件の基準』を採用している（92）。ミシガン州における事件の基準
によれば、異なる種類のセオリーに基づく救済は、もし単一の主要事実の集合
体が救済の主張を生じさせるときは、単一の訴訟原因を構成する（93）。事実の
集合体が既判事項の原則との関係で一つの『事件』を構成するかどうかは、そ
れらの事実が時間、場所、原因、または動機の点で関連しているかどうか、及
びそれらの事実が適切な審理の単位を構成しているかどうかを考慮して、実用

（88）See Professional Rehabilitation Ass’n v. State Farm Mut. Auto. Ins. Co., 228 Mich. 
App. 167, 177, 577N.W.2d 909(1998)（譲受人は譲渡人の権利を獲得し、譲渡人の債
務を承継する）。

（89）Duncan, supra note 85, 147Mich.App. at 271, 382N.W.2d 762.
（90）Washington, supra note 80, 478 Mich. at 418, 733 N.W. 2d. 755; Gomber v. Dutch 

Maid Diary Farms, Inc., 42 Mich. App. 505, 511-512, 202 N.W. 2d 566(1972).
（91）Peterson Novelities v. City of Berkley, 259 Mich. App. 1, 13, 672 N.W. 2d 351 (2003).
（92）Washington, supra note 80, 478 Mich. at 420, 733 N.W. 2d. 755; Adair v. Michigan, 

470 Mich. at 123, 125, 680N.W. 2d 386.
（93）Adair v. Michigan, 470 Mich. at 123, 125, 680N.W. 2d 386.
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的に判断されなければならない（94）。それゆえ、『ミシガン州における同一の事
の件の基準によれば、前訴を立証するために必要とされる証拠が、後訴を立証
するために必要とされる証拠と異なっているかどうかは、解決の手がかりをも
たらすものではない』（95）。
　まず第一に、当裁判所は、前後両訴訟における主要事実は、原因 (origin) の
点で関連性を有する、と考える。なぜなら、両訴訟は、本件の訴訟の主題を構
成する不動産を担保権の対象とする Fifth Third のモーゲージに関する 2009
年 5 月の受戻権喪失手続から生じまたはこれを原因とし、また受戻権とその前
提となるモーゲージ及び本件不動産を担保する証書に関連するからである・・・。
次に、当裁判所は、両訴訟を根拠づける主要事実は、時間および場所の点で関
連している、と考える・・・。当裁判所はまた、それらの事実は、動機の点で
も関連性を有すると考える。
　以上の点から、当裁判所は、既判事項の原則の要件が充足されているとする
事実審裁判所の判断を支持する。前訴は、本案について終局的に判断され、両
訴訟は、Danou Technical と Fifth Third という同一の対立当事者を含んでお
り、かつ本件において問題となった事項は、前訴において解決することができ
た（96）。前訴と本訴とは異なる救済の請求およびセオリーを含んでいるが、両
訴訟は、救済の権利の主張を生じさせる同一の主要事実、すなわち、受戻権喪
失のための売却、およびその基礎となる受戻権喪失の対象となる不動産を担保
する証書およびモーゲージを含んでいる（97）。両訴訟における請求を根拠づけ
る主要事実が実用的に考慮されるならば、当裁判所は、それらの主要事実は適
切な審理の単位を形成すると考える。なぜなら、それらは、原因、時間、場所、
及び動機の点で十分に関連性を有しているからである（98）。当裁判所は、『既判
事項の原則について広範囲なアプローチを採用しており、それは、・・・同一

（94）Id. 470 Mich. at 125, 680N.W. 2d 386(quotation and citation omitted, emphasis 
removed); see also Washington, supra note 80, 478 Mich. at 420, 733 N.W. 2d. 755.

（95）Adair, supra note 92, 470 Mich. at124-125, 680N.W. 2d 386.
（96）Washington, supra note 80,478 Mich. at 420, 733 N.W. 2d. 755; Adair , supra note 
         92,　470 Mich. at 123, 125, 680N.W. 2d 386.

（97）Adair , supra note 92, 470 Mich. at 125, 680N.W. 2d 386.
（98）Washington, supra note 80,478 Mich. at 420, 733 N.W. 2d. 755; Adair , supra note 
        92, 470 Mich. at 123, 125, 680N.W. 2d 386.
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の事件から生じ、当事者が適切な注意を払えば提起することができたが提起し
なかったすべての請求を遮断する』（99）。事実審裁判所が、既判事項の原則は
Danou Technical の本件訴訟原因を遮断すると判示したのは、適切であった。
　D. その他の主張
　当裁判所は、Danou Technical によりなされたその他の主張が、本件訴訟
原因を遮断すべき既判事項の原則の適用を妨げる何らの正当な理由もない
と確信する。まず第一に、当裁判所は、必要的請求併合のルールが適用さ
れる MCR2.203(A) によれば、Danou Technical は、Fifth Third に対する本
件請求を前訴において提起することを要求されなかった。なぜなら、Danou 
Technical は、同一の取引または事件から生じた相手方当事者に対して有する
すべての請求の併合を求められる「訴答者 (pleader)」ではなかったからであ
る。それにもかかわらず、必要的請求併合のルールが適用されないとしても、
Danou Technical は、後訴において提起された請求が同一の事件から生じ、か
つ当事者が適切な注意を払えば前訴において提起することができたが提起しな
かったときは、それらの請求を遮断するという広く適用される既判事項の原則
により、前訴において本件請求について訴えを提起することを要求されたので
ある（100）。
　原告の訴訟原因は、既判事項の原則により遮断されるのであり、事実審裁判
所が MCR2.116(C)(7) に基づき正式事実審理に基づかない裁判の申立てを認容
したのは適切であった。既判事項の争点に関する当裁判所の解決を前提とする
と、当裁判所は、当事者が控訴に基づき提起したその他の争点に言及する必要
はない。控訴棄却」。
　本件判決について第一に注目される点は、まず第一に、ミシガン裁判所規則
2.203(B) 項によれば、反訴の提起は被告の意思に委ねられており、任意的反訴
のルールが採用されている。そして、第二に、被告が、同規則 (B) 項に基づき
反訴を提起した時は、被告は、規則 2.203(A) 項の必要的請求併合のルールに
基づき、当該反訴請求が生じたのと同一の取引または事件から生じたその他の
請求を反訴請求として併合して訴えなければならないものと解釈されており、

（99）Adair , supra note 92, 470 Mich. at 121, 680N.W. 2d 386.
（100）Peterson, supra note 91, 259Mich. App. at 11, 672 N.W. 2d 351.
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控訴裁判所もこの点を指摘した。その上で、裁判所は、規則 2.203(A) 項の必
要的請求併合のルールが適用されないとしても、Danou Technical は、後訴に
おいて提起された請求が前訴と同一の事件から生じ、かつ当事者が適切な注意
を払えば前訴において提起することができたが提起しなかったときは、それら
の請求を遮断するという広く適用される既判事項の原則により、前訴において
本件請求を反訴として提起することを要求されたことを指摘した。この点は、
裁判所が、規則 2.203(A) 項の必要的請求併合のルールではなく、広い既判事
項の原則により、必要的反訴のルールを採用したものとみることができ、注目
される。
　 次 に、 事 実 審 裁 判 所 が 適 切 に 判 示 し た よ う に（101）、SMD は、Danou 
Technical の承継人として、Danou Technical の当事者的関係人 (privy) であ
るとみることができる。『当事者的関係人とは、他者と利益の点で同一視され
るため、彼が同一の法律上の権利を代表するような者を指し、例えば、本人
と代理人、雇用者と被用者、または補償人と被補償人である』（102）。前訴にお
いて、Danou Technical と SMD は、明らかに API モーゲージ及び証書に対
する権利について、利益の実質的な同一性を有しているだけでなく、Danou 
Technical の利益が、SMD の反訴及び共同の正式事実審理に基づかない裁判
の申立てにより提示されかつ保護されたという、効果的 (working) かつ機能的
な関係を有していた（103）。このように、SMD と Danou Technical とが当事者
的関係人としての関係にあり、かつ相互に判決効が及ぶ関係にあるとすれば、
SMD の提起した反訴は、Danou Technical に対してもその効果を及ぼし、そ
の結果、Danou Technical 自身も前訴で反訴を提起したのと同一視することが
できるであろう。このような前提に立つと、本件は、Danou Technical 自身が
前訴で反訴を提起し判決が確定した後、当該反訴請求と同一の事件から生じた
請求に基づいて後訴を提起したとみることができ、当該後訴は、規則 2.203(A)
項の必要的請求併合のルールに基づき遮断されるとみることができるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔以下次号〕

（101）Danou Technical Park, L.L.C. v. Fifth Third Bank, 2014 WL 2881028, at footnote 1.
（102）Peterson, supra note 91, 259 Mich. App. 1, 13, 672 N.W. 2d 351(2003).
（103）Id. 259Mich. App. 13.


